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1. 目指す姿

2. 事業ポートフォリオ

3. 事業戦略

① 無線・通信事業

▶ 日本無線グループ（マリンシステム）

▶ 日本無線グループ（ソリューション・特機）

▶ 日立国際電気グループ

② マイクロデバイス事業

③ マテリアル事業（ブレーキ・精密機器・化学品・繊維）

④ 不動産事業

⑤ イノベーション創出に向けた取組み

4. キャッシュフローアロケーションと財務戦略

5. 経営基盤強化（サステナビリティ）

6. 経営目標
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中長期的な成長に向けた課題と今後の方向性
1. 目指す姿

-2.8 -2.7 5.8 10.2 7.6 -7.8 %

 無線・通信／マイクロデバイス事業を中心に事業ポートフォリオの組み換えを進め、モノづくりを
軸にした収益基盤の確立を目指してきた

 一方で、足下で無線・通信事業における公共入札案件の一時的な下振れや、マイクロデバイス事業
における民生品の市況回復の遅れにより減益となる等、収益性や利益の安定性に課題が残る

 PBRは1倍に満たない水準で推移する等、株式市場の期待に応えられていない

日清紡グループの売上高・営業利益率・ROE・PBR推移

事業
ポートフォリオ
組換えの変遷

2018：[無線・通信] プロナブ（買収）

2019： [無線・通信] NJコンポーネント（買収）

2020：[無線・通信] RBI, LEAS （買収）

2023：[無線・通信] 
日立国際電気（買収）

2018：[マイクロデバイス] リコー電子デバイス（買収） 2022：[マイクロデバイス] DCT（買収）

2018：[ブレーキ] ファウンデーションブレーキ事業（譲渡）
2023：[ブレーキ] 
TMD（譲渡）

0.57 0.73 0.55 0.56 0.58 0.72 倍

ROE

PBR

これまでの
総括

売上高・
営業利益率

ビジネスモデル転換による

収益性の向上

 これまでの着実な事業ポートフォリオの

組み換えにより、次の成長に向けた素地

が整った

 これを踏まえ、無線・通信事業を中心に

デジタル技術を活用したビジネスモデル

へシフトし、収益性の向上を目指す

2026中計以降の方向性
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日清紡グループの目指す姿
1. 目指す姿

中期経営計画2026 4

気候変動対策への要請の高まり

 温室効果ガス排出量削減や省エネに貢献する製品
へのニーズの増加

 激甚化する災害への対応ソリューションが益々重要に

つなげる技術で価値を創る
Connect Everything, Create Value

センシング・無線通信・情報処理技術で、社会課題へソリューションを提供します

目指す姿

 日清紡グループは「事業活動を通じて社会に貢献すること」を使命とし、社会に貢献できる領域を軸に事業の組み換えを続けてきた

 これからもグループの強みを活かしたソリューションを提供することで、社会課題の解決に貢献することを目指す

当 社 を 取 り 巻 く 中 長 期 的 な 事 業 環 境 変 化 お よ び 事 業 機 会

人口動態の変化（少子高齢化・労働力不足）

 産業機器・交通の自動化による省人化や安全性向上
に対する需要拡大

 遠隔医療・見守りサービス等へのニーズの増加

デジタル社会の発展

 サ イ バ ー空 間 と フ ィ ジ カ ル 空 間 が シーム レ ス に         
つながる社会が到来

 個人のニーズを捉えた情報・製品・サービスの提供や、  
あらゆるプロセスの省人化・自働化・効率化が拡大

日清紡グループ企業理念

挑戦と変革。地球と人びとの未来を創る。



中期経営計画の位置づけと重点施策
1. 目指す姿
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目指す姿 2035年近傍

つなげる技術で
価値を創る

Connect Everything, 
Create Value

2024-2026

目指す姿の実現に

向けた礎を築く

事業ポートフォリオ変革の追求1

将来の成長に向けた
ビジネスモデル構築と経営資源の重点投入

2

経営基盤の更なる強化による
経営リスクの低減

3

 無線・通信／マイクロデバイス事業を軸にした成長の加速

 成長投資と事業の見極めの推進

 企業理念、成長性、事業収益性、資本収益性を意識した評価

 無線・通信／マイクロデバイス事業への積極投資と
デジタル技術を活用したビジネスモデルの構築

 人権の尊重

 環境負荷に配慮したビジネスの展開

 多様な人財の獲得・育成、活躍の促進

 責任あるサプライチェーンの構築

 コーポレート・ガバナンスの実効性向上

重
点
施
策

2027 2030 203520262024

2027以降

ビジネスモデルの転換と高収益化の実現



中期経営計画2026

1. 目指す姿

2. 事業ポートフォリオ

3. 事業戦略

① 無線・通信事業

▶ 日本無線グループ（マリンシステム）

▶ 日本無線グループ（ソリューション・特機）

▶ 日立国際電気グループ

② マイクロデバイス事業

③ マテリアル事業（ブレーキ・精密機器・化学品・繊維）

④ 不動産事業

⑤ イノベーション創出に向けた取組み

4. キャッシュフローアロケーションと財務戦略

5. 経営基盤強化（サステナビリティ）

6. 経営目標
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目指す事業ポートフォリオ
2. 事業ポートフォリオ
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2009年度
（持株会社制移行年）

2023年度

21%

17%

10%6%

24%

13%

9%
エレクトロニクス

ブレーキ

精密機器
化学品

繊維

紙製品

不動産・その他

2,424億円

2010～2023 2027以降中期経営計画2026

2026年度

モノづくりを軸にした収益基盤の確立
目指す姿の実現に
向けた礎を築く

ビジネスモデルの転換と
高収益化の実現

2035年近傍

目指す姿

80％以上21％
売上高に占める

無線・通信／マイクロデバイス事業
の比率

65％44％

営業利益に占める
無線・通信／マイクロデバイス事業の比率

80％以上70％46％

営業利益率 10％以上6.5％2.3％

ROIC 8%超6%2%

ROE 10%超10%-7.8%

無線・通信／

マイクロデバイス

80%以上

29%

15%
33%

10%

2%
7%

4%

5,412億円

無線・通信

マイクロデバイス

ブレーキ

化学品

繊維

不動産・その他

マテリアル

精密機器

46%

19%

11%

3%

7%

5,800億円

無線・通信
• 日本無線Gr

-マリンシステム
-ソリューション・特機
-モビリティ他

• 日立国際電気Gr

不動産・その他

マイクロデバイス

マテリアル

化学品

繊維

精密機器

ブレーキ

11％

3％

WACC 5.7%



事業ポートフォリオ変革の方向性
2. 事業ポートフォリオ
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“2035年近傍の目指す姿”の実現に向けて、事業ポートフォリオの変革を推進すべく、企業理念や成長性、事業収益性、資本収益性等を

踏まえて事業の見極めを行い、経営資源配分の最適化を進める

本中期経営計画における事業ポートフォリオ変革の方向性

 無線・通信／マイクロデバイス事業

• 注力領域としての位置づけの確立と成長の加速

• デジタル技術を活用したビジネスモデルの構築

 マテリアル事業（ブレーキ・精密機器・化学品・繊維）

• 環境貢献や無線・通信／マイクロデバイス事業と

シナジーのある、高収益領域を中心に伸長を図る

• 伸長する領域と縮小・撤退する領域を見極める

 不動産事業

• 保有する資産を継続的に分譲

これまでの事業ポートフォリオ組み換え

 無線・通信／マイクロデバイス事業の拡大

 収益性の観点を軸に課題事業の再構築を推進

経営資源配分を最適化することで、注力領域へ積極的に投資し、
ノンコア領域の事業の見極めを進める

日清紡グループの企業理念との整合性や成長性、事業収益性、
資本収益性、業界における競争力等を重視する

事業別のWACC/ハードルレートの設定による、
事業特性・リスクを踏まえた評価を実施する
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1. 目指す姿

2. 事業ポートフォリオ

3. 事業戦略

① 無線・通信事業

▶ 日本無線グループ（マリンシステム）

▶ 日本無線グループ（ソリューション・特機）

▶ 日立国際電気グループ

② マイクロデバイス事業

③ マテリアル事業（ブレーキ・精密機器・化学品・繊維）

④ 不動産事業

⑤ イノベーション創出に向けた取組み

4. キャッシュフローアロケーションと財務戦略

5. 経営基盤強化（サステナビリティ）

6. 経営目標
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事業概要

① 無線・通信事業

事業構成

• 日本無線グループと日立国際電気グループから構成される

• 日本無線グループは、コアとなるマリンシステム、ソリューション・特機と、JRCモビリティ他
（JRCモビリティ、ICTメカトロニクス、医用機器、その他）で構成される

• 日立国際電気グループ※は、DX・基盤(社会インフラ)・鉄道等のソリューション事業、
プロダクト事業、特機事業で構成される

社会インフラシステムの提供やアフターサービスを中核とした     
収益性の高いポートフォリオの構築

日本無線グループと日立国際電気グループ※の強み（画像認識技術や5G関連

の無線通信技術等）を活かしたシナジー創出

 継続的なポートフォリオの見直しによる事業の収益性引き上げ

 コスト構造改革・棚卸資産削減を通じたCF創出力・収益性の向上

 JRCモビリティは、次のステージに向けて、コネクテッド、センシングシステム、

モビリティインフラ等の成長分野に対する仕込みを行う

事業特性

• マリンシステム、ソリューション・特機を中心に、以下の事業特性を有する

 社会インフラシステムの提供やアフターサービスといった継続性・安定性が高い事業が多く、

景気動向に左右されにくいため、収益の安定性が高い
 工場や生産設備への大規模な投資を必要としないアセットライトな事業

3. 事業戦略

目指す方向性
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※2023年12月連結子会社化

売上高構成（2026年度、単位：億円）

マリンシステム

480 

(18%)

ソリューション・特機

790 

(30%)

ICT・メカト

ロニクス

310 

(11%)医療機器

100 

(4%)

その他(消去

等含む)

60 

(2%)

JRCモビリティ

210 

(8%)

日立国際電気

720 

(27%)

（億円）

定量目標



事業概要・事業戦略

定量目標

① 無線・通信事業 日本無線グループ：マリンシステム

自動運航システム提供とアフターサービス収益拡大による安定収益基盤の確立

 新造船市場におけるシェア拡大
－環境負荷低減やコスト削減、乗組員不足等の顧客課題に対する解決力を向上

 顧客との継続的な関係構築の推進
－データを活用した解析力強化による予防アフターサービス等を提供

 デジタルビジネスの展開拡大に向けた技術開発の加速
－自動運航システムの開発、有人自律運航の実現およびデータサービスを展開

3. 事業戦略

 事業特性

• 大型商船向けに、航海機器やシステムの設計・製造、販売および保守メンテナン
ス等を展開

• 航海機器・システムは、新造船で採用されると、廃船まで約20年間継続的に
利用され、アフターサービスが定期的に発生
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 外部環境

• 新造船の建造需要は、商品貿易量の拡大や船舶のゼロエミッション化の動きを
受け拡大の継続を見込む

 主要顧客

• 造船業、海運業、海事関連企業等

 強み

• 80の自社サービス代理店を中心としたグローバルサービス網
• 大型商船向け航海機器・システム市場での高いシェア（27%程度）
• 協業プラットフォーム等の他社との協力体制

 提供価値

• 運航効率化・最適化を通じた顧客課題の解決

 船  主：船舶の運航コスト削減および環境負荷低減
 乗組員：労働負荷低減や運航の安全性向上

 中計期間の主な施策

• 運航の自動化・効率化に向けた要素技術開発と製品投入
• サービス網等を活かした新造船需要の着実な取込み
• 船の生涯カルテ管理等のデジタルを活用したサービスを通じた

顧客との継続的な関係構築強化

 設備投資・研究開発

• 自動運航の要素技術の研究開発および積極的な市場投入を推進
✓オープンアーキテクチャーを実現可能な新ブリッジシステム
✓大動揺検知システム ✓自動避航ルート生成技術

• 工場建設やライン増設のような大型設備投資は発生しない計画

439 420
450

480

6.4%

3.8%

5.9% 6.2%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

0

200

400

600

2023実績 2024計画 2025計画 2026計画

売上高 営業利益率
（億円）

目指す方向性



① 無線・通信事業 日本無線グループ：ソリューション・特機

基盤となる防災分野のさらなるシェア拡大および高い市場占有率
を活かしたデジタルビジネスの創出

 基盤となるダムや河川管理・防災分野のシェア拡大

 国土強靭化、流域治水対策における高度化システム（デジタル化）への対応

 上記取組み等を通じた収益性の引き上げ、CF創出力の向上

3. 事業戦略

中期経営計画2026

事業概要・事業戦略
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*当社調べ

 事業特性

• 河川管理、航空監視、気象レーダー、交通管理、放送、防衛向けのレーダーや
通信システムの製造・販売等の事業を展開

• 受注獲得のためには、顧客課題を察知し、顧客課題に応じた魅力的な提案力、

および価格競争力が不可欠

 外部環境

• 公共事業予算は、2025年度まで現状規模が維持される見通し
✓インフラのデジタル推進分野に対する予算は大幅増加が継続

• 防衛予算は、 2027年度まで防衛力抜本的強化方針が継続

 主要顧客

• 公共：国・都道府県および市区町村 民間：電力、ガス、放送等

 提供価値

• 災害が激甚化するなかで安心・安全を提供（逃げ遅れゼロ）
 ✓センサーモニタリング、情報処理、早期情報連携等

• 少子高齢化や人手不足の課題となるなか、無人化・省人化の実現
✓電波網の自動切換えによるドローン飛行支援
✓次世代海上通信・船舶自動識別による海上監視・港湾管理等

 中計期間の主な施策

• ソリューション事業では、防災情報共有プラットフォームや河川上空
ドローン航行のためのインフラを構築

• 特機事業では、高出力マイクロ波装置の実現に向けた開発を推進

 設備投資・研究開発

• データ活用したビジネスモデルの転換に向けて研究開発投資を継続
✓データプラットフォーム構築  ✓ネットワーク基盤技術  ✓センサーシステム

• 工場建設やライン増設のような大型設備投資は発生しない計画

 強み

• 顧客課題を察知するためのネットワークと課題に対する提案力
• 水・河川情報システムや防災システムにおける実績と高い信頼性

✓水・河川情報システムで30%程度、防災システムで15%程度のシェア*

• 国防やインフラに不可欠な無線を中心とした幅広い通信技術

627 660
720
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1.5% 1.8%

3.6%

5.6%
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0
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売上高 営業利益率 （億円）

定量目標目指す方向性
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① 無線・通信事業 日立国際電気グループ
3. 事業戦略

中期経営計画2026

事業概要・事業戦略
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※2023実績はIFRSベース(PLは2024年より連結)

 事業特性

• 映像・無線技術を中心としたシステム・ソリューションおよび製品の開発・製造・販売なら
びに保守メンテナンス・関連サービス等

 外部環境

• 公共事業予算は、2025年度まで現状規模が維持される見通し
✓インフラのデジタル推進分野に対する予算は大幅増加が継続

• 防衛予算は、 2027年度まで防衛力抜本的強化方針が継続

 主要顧客

• 公共：国・都道府県および市区町村
• 民間：放送局、鉄道会社、通信キャリア、製造業 等

 強み

• 映像等の「センシング」、5G等の「伝送」、AIを駆使した「解析」を組み合わせた

ソリューションビジネスの提供
• 無線・映像の両分野で、開発から製造、システム構築、保守・運用までをワンストップで提供

 提供価値

• 映像×無線×IT技術により、持続可能な社会を「モノづくり」で支え、

安心・安全を創る

 中計期間の主な施策

• ITを活用したビジネスを展開し、顧客の業務・運用効率を加速
• 民需領域における顧客協創の推進
• 電波応用技術を活用した新事業で特機事業を伸長

• ソリューションビジネスを担うSE・デジタル人財の育成、
リスキリング

 設備投資・研究開発

• 工場建設やライン増設のような大型設備投資は発生しない計画

• 5G/Beyond5Gや画像認識、AI等の研究開発を強化

（億円）

定量目標目指す方向性

シナジーの発揮を通じて、日清紡グループとしてのトータルソリューション
の強化や無線・通信事業の拡大を加速

 従来からの基盤事業である社会インフラ事業を堅持・深耕し、新事業創出や
顧客開拓を加速

先端技術の研究開発と特徴ある映像・無線技術に立脚する製品開発を推進

 「センシング」「伝送」「解析」を活用して、サイバー空間（業務システム）と
フィジカル空間（現場）の連携による課題解決・価値創造の実現



② マイクロデバイス事業

アナログ技術を基軸に顧客提供価値を創出し、社会やお客様の課題解決に貢献

 アナログ半導体市場の成長を捉えた売上拡大の維持

 複合機能IC、モジュール等の高機能製品へのシフトを通じた収益性向上

 音・におい・マイクロ波等の特色のあるセンサーを活用したアナログソリューションデバイスの展開

 電子デバイスやマイクロ波の既存技術に加え、グループ内外の技術連携を通じて、

将来に向けたユニット・デジタルビジネスを展開

3. 事業戦略

中期経営計画2026

事業概要・事業戦略
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 事業特性

• 電源制御系ICやオペアンプ・センサー信号処理IC等のアナログ半導体製品を展開

 外部環境

• アナログ半導体の市場規模は2022年時点で約13兆円
• 同市場は2024～2026年の間CAGR+10%弱の成長見込み

✓産機・民生は2024年後半から回復、車載は半導体不足からの市場回復継続を想定

 主要顧客

• 民生：スマホ・PC・AV機器メーカー
• 産機：産機・ロボットメーカー
• 車載：自動車(部品含む)メーカー

 強み

• 顧客課題対応力と顧客との強固なリレーション
• ニッチ市場における複数の高シェア製品（オペアンプ、コンパレータ、LDO、

マイクロ波電子管等）や、低消費・低ノイズ・高精度等のコア技術力
• 前/後工程の一貫生産による柔軟な対応力や品質の安定性

 提供価値

• 低消費電力・高効率等の技術力を活かした製品の展開を通じて、

顧客等のエネルギー効率向上や環境負荷低減に貢献

 中計期間の主な施策

• 事業環境のボラティリティが低く、開発サイクルが長い車載・産機向け
製品のシェア拡大

• 新たな戦略パートナーとなる顧客とのリレーション構築

• デジタル技術の強化に向けたM&Aや業務提携による協業推進
• 複合機能製品やモジュール製品へのシフト

 設備投資・研究開発

• 生産体制の強化に向けた投資の拡大

✓後工程向けを中心とした工場への設備投資
✓ファウンドリおよびOSATの活用拡大

• グループ各社との連携・技術融合による新製品開発

• モジュール化やユニット・デジタルビジネスに向けた研究開発

（億円）
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③ マテリアル事業

3. 事業戦略
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化学品事業ブレーキ事業 精密機器事業

• 成形品事業は、顧客である自動車、医療、家電、住宅設

備等の各市場でメーカー製造拠点の国内回帰やインド

の経済成長等が見込まれる

• 成形品・精密部品事業の主要顧客である車載向け部品

メーカーは、自動車のEV化に伴い生産・販売数量は順

調に拡大

外部環境 外部環境

• カーボンニュートラル実現に向けた動きが加速するな

か、燃料電池セパレータの強い引き合いがグローバル

で増加

• 各国環境規制の強化を受けて、より安全性が高い樹脂

素材や省エネに貢献する製品、土壌・海洋分解可能な製

品の需要が拡大

中計期間の施策 中計期間の施策

• コア技術を活かし高付加価値製品に集中することで、

より利益率の高い分野へのシフト

• 自動車の自動運転化に向けた次世代モデル部品の生

産能力の増強や、既存製品の高付加価値化による収益

改善

• 燃料電池セパレータ向けの新工場建設や生産ライン自

動化等、供給能力拡大に向けた投資を実施

• コア技術を活かして、安全性や環境負荷だけでなく、耐

久性等にも優れる製品の 研究・開発を継続

外部環境

中計期間の施策

• 世界の自動車市場は新興国を中心に緩やかな成長が継

続

• xEVの回生ブレーキにもブレーキ用摩擦材は不可欠であ

り、高い市場シェアを有する当社に対する引き合いは強

い

• 中長期的には、各国の環境規制やxEV等に対応した製品

開発とソリューション提供を通じた顧客からの信頼獲得

が重要

• 環境規制に対応した銅フリー摩擦材の拡販

• xEV、CASEの要請に応える製品性能向上と高付加価

値化

• 中国拠点の統合を通じた合理化による採算改善
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③ マテリアル事業 / ④ 不動産事業
3. 事業戦略
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繊維事業 不動産事業

• 不動産市場は、足元では日銀の低金利政策のもと高水準

で推移しているが、中計期間後半にかけては金融引締め

政策への移行により、大きな転換点を迎える可能性

• 金融政策や市況の先行き不透明感が強く残るなか、今後

は都市部/地方等の地域間格差や立地条件の優劣等、

個別案件ごとの見極めが重要になると認識

外部環境

中計期間の施策

• 計画的に保有資産を分譲(機動的な現金化）

外部環境

中計期間の施策

• 国内ドレスシャツ市場は、ノーアイロンや高機能商品への

需要が高まり、足元では購入枚数・単価ともに増加・上昇

傾向にあり、2025年頃までは堅調推移の見込み

• 綿製品のリサイクルに対する関心の高まり

• ドレスシャツを始めとしてEC市場については拡大基調が

続くと想定

• 提供を通じた顧客からの信頼獲得が重要

• テキスタイル事業は、防シワ性、デザイン性、着心地、

機能性等の顧客への価値訴求を通じ、大手衣料品製造小

売等の新規顧客を開拓

• シャツ再生プロジェクトの推進

• 小売事業は、実店舗とECサイトの融合したOMOへのビジ

ネスモデル転換
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⑤ イノベーション創出に向けた取組み
3. 事業戦略

無線・通信／マイクロデバイス事業を中心に、日清紡グループのコア技術をインテグレーションし、ユーザーにとって価値の

ある新たなデジタルサービスを創出

日清紡グループのコア技術

ユーザーにとって価値あるデジタルサービスを提供

気候変動対策への要請の高まり 人口動態の変化 （少子高齢化 ・労働力不足 ）
事業機会

デジタル化の加速

イノベーション

創出に向けた

取組み例

中期経営計画2026 17

フェーズドアレイ気象レーダー（気象現象の3次元高速観測） においセンシングプラットフォーム(工場異常臭検知）

5G・Beyond5G/6G・テラヘルツ波通信ソリューション（防災・減災、省人化、安全性確保等）

全自動ドローン（防災情報提供サービス、河川・構造物の監視・点検の省力化）

アコースティックセンシング(予兆保全、ノイズキャンセル聴診器)AIを活用した防災・減災システム(河川氾濫/津波/避難)

いつでも・どこでもアクセス可能な通信ソリューション（衛星通信や水中通信も含めた平時の利便性拡大・災害時のバックアップ）

量子暗号技術やネットワーク可観測化による高信頼な通信（金融・医療・防衛等のデータ安全担保）

画像・レーダーのセンサーフュージョン（モビリティの障害物回避等）衛星画像データ応用（作物の生育診断）

センシング 無線通信 情報処理

コア技術のインテグレーション
＋ 外部の技術・ナレッジ、アライアンス、M＆A

× ×
独自センサーを駆使し、あらゆるものを見えるようにする

 電磁波・音波・カメラ・半導体等の多種多様なセンサーを活用

 センサーフュージョンによる物標検知の高度化

 センシング情報をデジタル化

陸・海・空・宙をシームレスにつなぎ、情報を伝送・収集する

 情報量の更なる増加に対して、大容量な無線通信を提供

 これまでつながらなかった領域でシームレス通信を実現

 強靭なセキュリティーの確保

デジタル技術を駆使して新たな価値を創出する

 大量かつ多種多様なデータを効率的に分析

 AI等のデジタル技術を駆使して、個人・ビジネス・社会にとっての

新しい価値を創出



中期経営計画2026

1. 目指す姿

2. 事業ポートフォリオ

3. 事業戦略

① 無線・通信事業

▶ 日本無線グループ（マリンシステム）

▶ 日本無線グループ（ソリューション・特機）

▶ 日立国際電気グループ

② マイクロデバイス事業

③ マテリアル事業（ブレーキ・精密機器・化学品・繊維）

④ 不動産事業

⑤ イノベーション創出に向けた取組み

4. キャッシュフローアロケーションと財務戦略

5. 経営基盤強化（サステナビリティ）

6. 経営目標
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キャッシュフローアロケーション
4. キャッシュフローアロケーションと財務戦略

目指す事業ポートフォリオの実現に向けて、注力領域(無線・通信／マイクロデバイス事業)への積極的な投資を

行うとともに、配当性向40%を目指す

中期経営計画2026 19

営業CF
(研究開発費控除前)

／資産売却

2,900億円

株主還元

300億円

設備投資

＋研究開発費

1,900億円

キャッシュインフロー*
（2024-26）

キャッシュアウトフロー*
（2024-26）

有利子負債

残高削減

300億円

戦略投資
（M&A等）
400億円

 株主還元

• 2026年度にかけて配当性向40%を目指す

• 資本構成や中長期的なFCFの見通し等から自己株式取得を機動的に判断する

*中計期初における方針

 戦略投資 400億円

• 注力領域のビジネスモデル転換（デジタル技術を
活用したビジネスモデル）に向けたM&A等、
成長投資を戦略的・機動的に実施

 設備投資＋研究開発費 1,900億円

 注力領域への投資割合 70%

戦略投資

17%

設備投資

＋研究開発費

（無線・通信）

24%

設備投資

＋研究開発費

（マイクロデバイス）

28%

設備投資

＋研究開発費

(その他)

31%
戦略投資

＋設備投資
＋研究開発費

2,300億円



株主還元方針

財務戦略・株主還元方針
4. キャッシュフローアロケーションと財務戦略

 資本効率の最適化と戦略的な資金調達が可能となる財務の健全性の両立を目指す

 営業CFの範囲内での投資、株主還元を基本とし、目指す事業ポートフォリオ実現のための注力領域への投資を最優先する

 資本効率向上の観点から資産の圧縮を計画的に進め、資産売却によって得た資金は投資、株主還元の原資として活用する

 D/Eレシオ：0.7倍以下を目安とする

 2026年度にかけて配当性向40%を目指し、利益成長を通じて配当水準の向上を図る

 １株当たり年間配当金36円を下限に、配当維持または増配を基本方針とする

 成長投資に必要な資金を確保しつつ、資本構成や中長期的なFCFの見通し等から自己株式取得を機動的に判断する

中期経営計画2026

中期経営計画における方針

目指す資本構成
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中期経営計画2026

1. 目指す姿

2. 事業ポートフォリオ

3. 事業戦略

① 無線・通信事業

▶ 日本無線グループ（マリンシステム）

▶ 日本無線グループ（ソリューション・特機）

▶ 日立国際電気グループ

② マイクロデバイス事業

③ マテリアル事業（ブレーキ・精密機器・化学品・繊維）

④ 不動産事業

⑤ イノベーション創出に向けた取組み

4. キャッシュフローアロケーションと財務戦略

5. 経営基盤強化（サステナビリティ）

6. 経営目標
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経営基盤強化に向けた重要テーマと取組方針

経営基盤強化に向けた重要テーマ
5. 経営基盤強化（サステナビリティ）

 目指す姿の実現に向けて、グループ横断で経営基盤を継続的に強化する

 重要テーマへの対応を通じて経営リスクや資本コストを低減し、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指す

 自社に関係するすべての人の人権を尊重・保護することを大前提とし、人権の尊重・保護・推進を意識した事業活動を推進する

環境負荷に配慮した

ビジネスの展開

多様な人財の

獲得・育成・活躍の促進

責任ある

サプライチェーンの構築

コーポレート・ガバナンスの

実効性向上

 温室効果ガス排出量の削減や
自然資本に関する機会・リス
クへの配慮

 「持続可能な社会に貢献する
製品」の拡販に向けたビジネ
スを着実に推進

 「日清紡グループ人事戦略」に
基づく、多様な人財の獲得・
育成・活躍の促進

 サステナブル調達の取組みを
サプライチェーン全体で推進

 実効性を伴ったガバナンスの
確立に向けて、コーポレート・
ガバナンス改革を継続

人権の尊重

 人権デューデリジェンスの取組みを通じ、人権の尊重・保護・推進を意識した経営体制を強化

中期経営計画2026 22



人権の尊重
5. 経営基盤強化（サステナビリティ）

自社に関係するすべての人の人権を尊重・保護することを大前提とし、2023年8月に策定した「日清紡グループ人権方針」に基づき、

人権デューデリジェンスの取組み、および人権の尊重・保護・促進を意識した事業活動を推進する

中期経営計画2026 23

 人びとの生活環境を支えるグループのさまざ

まな事業活動が人権を守ることにつながるも

のと自覚し、これからも安全・安心な社会の

実現に向け尽力する

 人権を守る企業の責任を果たすべく、正しく

着実な取組みを継続して進めていく

 人びとの安全・安心を守る製品・技術・サービ

スの開発・提供により、ウェルビーイングな社

会を実現をめざす

 自社に関係するすべての人の人権を尊重・保
護することを大前提とし、国内外サプライ
チェーンを含めグループの事業が関わるあら
ゆる人権リスクの抽出・是正に取り組む

 特に重要視している人権リスク：
児童労働・強制労働、差別、ハラスメント、  
ジェンダー、環境・気候変動に関する人権問題、
労働安全衛生

 国内外グループ各社の人権に関わる体制、活
動状況、職場環境、各種制度の整備／紛争鉱物
使用・児童労働・強制労働等を防止するための
調達コード等の整備／グループ各社の救済窓
口の設置・アクセスビリティの充実

 人権DDアンケート結果をふまえた人権リスク
是正に向けた計画立案・実施

日清紡グループ人権方針（要旨） 人権デューデリジェンスの導入・促進 今後の方針

人権デューデリジェンスの

真摯な取組みを通じ、

人権を尊重した経営体制の

強化につなげる

実施状況



環境負荷に配慮したビジネスの展開 /多様な人財の獲得・育成・活躍の促進

5. 経営基盤強化（サステナビリティ）
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環境負荷に配慮したビジネスの展開 多様な人財の獲得・育成・活躍の促進

温室効果ガス排出量の削減や自然資本に関する機会・リスクにも              

配慮するとともに、「持続可能な社会に貢献する製品」の拡販に向けた       

ビジネスを着実に推進

「日清紡グループ人事戦略」に基づき、                                                

多様な人財の獲得・育成、活躍の促進に取り組む

 カーボンニュートラルを目指す

 太陽光発電設備の新設

 再生可能エネルギー由来電力への切り替え

 半導体製造時に使用するPFC（パーフルオロ
カーボン類） 等のガス除害装置の増設

 Scope3の算定・SBTの取得に向けた取組みの
推進

 2024年末に稼働する新工場で、自動車向けを
含む燃料電池用カーボンセパレータ等の増産を
通じて、拡販率60％の達成を目指す

長期環境目標（2050年度まで） 

中期環境目標（2030年度まで） 

温室効果ガス排出量削減に向けた主な取組み

「持続可能な社会に貢献する製品」の拡販に向けた主な取組み

人財育成

優秀な人財の採用・定着

ダイバーシティ＆インクルージョン

2022年度末実績

2014年度比
36%削減

2022年度末実績

当社グループ売上に
占める割合55%

 経営幹部後継者の育成

• 後継者候補のリスト化

• 選抜型のリーダーシップ開発プログラム

• グループ内異業種交流研修の実施

 優秀な人財の獲得および活躍促進

• 勤務年数に関わらない実力重視の人事制度

• 新たなキャリア開発や挑戦の機会を創出する         
グループ横断の社内公募制度

 グローバルサーベイを活用した職場環境づくり

 ジェンダーギャップの解消
（リーダー育成プログラム）

 自律的なキャリア形成のサポート

 多様な働き方の実現

2024年度目標

• 経営幹部ポスト（執行役員以
上）に占める後継者プログラム
受講者率の向上

2024年度目標

• 人員年齢構成是正のための    
キャリア採用強化

2024年度目標

• グローバルサーベイの継続実施
• 女性管理職比率： 6%
• 男性社員の育児休業取得率：    
対象男性社員の30％以上



責任あるサプライチェーンの構築 / コーポレート・ガバナンスの実効性向上

5. 経営基盤強化（サステナビリティ）
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責任あるサプライチェーンの構築 コーポレート ・ガバナンスの実効性向上

「サステナブル調達基本方針」および「サステナブル調達ガイドライン」を 

基に、サステナブル調達の取組みをサプライチェーン全体で推進

持続的な成長と中長期的な企業価値向上に資する、実効性を伴った          

ガバナンスの確立に向けて、コーポレート・ガバナンス改革を継続

 サステナブル調達基本方針をもとに、国内グループ会社各社において
「サステナブル調達ガイドライン」を策定し、国内の主要調達先へ        
アンケート調査・結果のフィードバックを実施中

 取締役会の監督機能強化

• 取締役会における独立性やジェンダー、国際性を含む多様性の確保

• 社外取締役が委員長を務めることによる指名・報酬委員会の機能と透明性強化

 役員報酬制度の改定

• 役員報酬全体に占める業績連動報酬の割合を拡大

 中長期的な成長に向けた議論の充実

• マテリアリティと直結するサステナビリティ関連課題や事業ポートフォリオ変革
の進捗を継続的に確認・議論

 取締役とステークホルダーとの対話

• 取締役と株主・投資家等のステークホルダーとの間で、企業価値向上に資する
対話を継続的に実施

• ステークホルダーとの対話の内容・結果を取締役会の議論に反映

 取締役会の実効性評価の客観性・透明性の取組み強化

• 取締役会の実効性評価の客観性・透明性を向上させるべく、外部専門家を活用
したアンケート・分析・インタビューを引き続き定期的に実施

 サステナブル調達アンケートの海外展開

• 2023年度から一部のグループ中核会社で海外へのアンケート送付をスタート

• 2024年度中に全中核企業において一斉に開始することを目標に取組みを  
推進

 アンケート内容の検討・継続的な実施

• 2023年度のアンケート結果を踏まえて次回のアンケート内容を検討し、      
アンケートの取組みを継続

2024年度目標

• 主要調達先（取引金額80％以上）へのサステナブル調達アンケート結果に伴う       
改善状況の評価 １００％

• 海外取引先、重要海外拠点におけるサプライチェーンへの展開方法検討と実施

今後は以下の取組みを通じて、サステナブル調達の更なる推進を図る



中期経営計画2026

1. 目指す姿

2. 事業ポートフォリオ

3. 事業戦略

① 無線・通信事業

▶ 日本無線グループ（マリンシステム）

▶ 日本無線グループ（ソリューション・特機）

▶ 日立国際電気グループ

② マイクロデバイス事業

③ マテリアル事業（ブレーキ・精密機器・化学品・繊維）

④ 不動産事業

⑤ イノベーション創出に向けた取組み

4. キャッシュフローアロケーションと財務戦略

5. 経営基盤強化（サステナビリティ）

6. 経営目標
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経営目標（財務・非財務）
6. 経営目標

※第5期サステナビリティ推進計画（2022～2024年度）における目標値

中期経営計画2026

財 務 非財務 ※
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指 標 2026年度目標

成長性

売上高 5,800億円

売上高に占める
無線・通信／マイクロデバイス
事業の比率

65%

収益性

営業利益 380億円

営業利益に占める
無線・通信／マイクロデバイス
事業の比率

70%

営業利益率 6.5%

効率性

ROE 10%

ROIC 6%

健全性 D/Eレシオ 0.7倍以下

株主還元 配当性向 40％

項 目 2024年度目標

人権
ビジネスと人権に関する
取り組みの推進

人権方針の策定、人権リスクの高い分野への
人権デューデリジェンスの導入・促進

環境

温室効果ガス排出量の削減 2014年度比 35%以上削減

「持続可能な社会に貢献する
製品」の拡販

売上高に占める割合 60%以上

人財

事業推進に必要な
経営幹部候補の育成

経営幹部ポスト（執行役員以上）に占める後
継者プログラム受講者率の向上

人員年齢構成是正のための
キャリア採用強化

人員年齢構成是正のための
キャリア採用強化

多様な人財の活躍推進

グローバルサーベイの継続実施

女性管理職比率 6%

男性社員の育児休業取得率
対象男性社員の30％以上

サプライ
チェーン

調達先と連携した
サステナブル調達の改善実施

主要調達先（取引金額80%以上）への
サステナブル調達アンケート結果に伴う
改善状況の評価100%

グローバル対応の実施
海外取引先、重要海外拠点における
サプライチェーンへの展開方法検討と実施



付表
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(単位：億円)

セグメント サブ事業
2023年度 実績 2026年度 計画 増減

売上高 営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益

無線・通信

マリンシステム 439 28 480 30 41 2

ソリューション・特機 627 9 790 45 163 36

モビリティ他※1 542 9 720 54 178 45

消去等 ▲ 28 ▲ 0 ▲ 40 ▲ 1 ▲12 ▲ 1

小計 1,580 47 1,9５0 128 370 81

日立国際電気※2 - - 720 52 720 52

合計 1,580 47 2,670 180 1,090 133

マイクロデバイス 合計 800 9 1,090 89 290 80

マテリアル

ブレーキ 1,785 46 610 37 ▲ 1,175 ▲ 9

精密機器 532 13 630 42 98 29

化学品 114 8 200 40 86 32

繊維 374 ▲ 4 430 19 56 23

合計 2,807 63 1,870 138 ▲ 937 75

不動産 合計 112 85 40 10 ▲ 72 ▲ 75

その他・全社費用 111 ▲ 81 130 ▲ 37 19 44

連結合計 5,412 124 5,800 380 388 256

セグメント別計画

※1  JRCモビリティ、ICTメカトロニクス、医用機器、その他
※2  2023年度実績は、IFRSベースで売上高：663億円、営業利益：35億円

付表
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参考資料
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陸上からの船舶の見える化を実現し、更に多種多様なコンテンツを提供
することで、安全安心でスマートな運航管理を目指すトータルサービス

無線・通信事業 日本無線グループ：マリンシステム
参考資料：注力事業について
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• 効率的・安全安心な運航管理
• 船の見える化サービス
• 気象海象情報アプリ
• リモートメンテナンスシステム

 オープンアーキテクチャーを  
実現可能な新ブリッジシステム

 大動揺検知システム

 自動避航ルート生成技術

注力製品・サービス

自動運航システム

船上システムの高度化に加え、陸上システム及び船陸間通信システムの開発を
進め、社会実装に向けた技術開発及び実証に取り組んでまいります

自動運航を実現する製品投入に向けて新造船建造需要

• 年間約1,200隻の純増見込み（年間新造船2,000隻–解撤量800隻）

• 新造船の建造需要は、商品貿易量の拡大や船舶のゼロエミッション化
の動きを受け拡大の継続を見込む

出所：国土交通省海事局.“将来の新造船ニーズの分析”.2023-5-30
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無線・通信事業 日本無線グループ：ソリューション・特機
参考資料：注力事業について
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注力製品・サービス

＜情報処理＞

＜情報収集＞ ＜情報提供＞

雨量観測局

水位観測局

ダム管理所

水位観測局

多重無線中継局

ダム管理所

雨量観測局

放流警報局

地すべり観測局

市町村
県庁

ダム統合管理所

排水樋門

ポンプ場

河口堰管理所

下水処理施設

河川事務所

水位観測局

上水処理施設

気象レーダ

気象レーダシステム

テレメータシステム

危機管理型水位計

ダム・堰 管理システム 河川情報システム 土砂災害監視システム

放流警報システム

道路情報システム

防災行政無線システム

県防災システム

衛星通信システム

広範囲
(半径40km～200km)の
降雨・降雪・風の状況を
リアルタイムで観測

雨量や河川水位を
観測し無線で伝送

安価でメンテナンス
フリーの水位計
太陽電池駆動

安価でメンテナンスフ
リーのカメラ
静止画伝送
太陽電池駆動

ダム・堰の状態監視、
流量計算、洪水調節の
ためのゲート制御など、
ダム・堰を監視制御

雨量や河川水位、
ダムの情報を収集・提供
他システムとの
情報連携

土砂災害警戒区域の
降雨量の観測と土砂崩
れ等の検知・通報

ダム放流の危険を
サイレンと音声で
一斉アナウンス

道路の状況や工事に
よる規制情報などを
道路利用者へ
スピーディに提供

避難情報など,、
防災行政情報を住民に
周知

都道府県ごとの
防災・災害情報を
収集、配信

気象レーダシステム

テレメータシステム

危機管理型水位計

ヘリテレシステム

河川監視カメラ

ため池監視システム

河川情報システム

土砂災害監視システム

放流警報システム

道路情報システム

防災行政無線システム

県防災システム

放流警報局

ため池監視システム

ため池の水位や雨量を
監視しクラウド経由で
情報伝達
ため池の状況をいつで
もスマホで確認

情報処理から
情報提供へ

堰管理システム

雨水貯留施設

ダム管理システム

用水管理システム

排水樋門遠隔監視制御システム

ポンプ場管理システム

用水管理システム

農業用水や工業用水の
設備情報の監視と
ゲート制御
効率的な運用を
サポート

ポンプ場管理システム

ポンプ場・排水機場の
設備情報監視、
遠隔制御

排水樋門遠隔監視制御システム

排水樋門の
遠隔監視制御

衛星通信システム

災害時などに現場の
データや画像などを
衛星回線で伝送
情報の送受信も
可能

多重無線システム

各種行政機関の
主要箇所間を大容量の
通信基幹網で結ぶ

ラジオ再放送システム

警報車

防災行政無線システム

用水管理システム

防災行政無線システム

河川情報システム

水位観測局

水位観測局

テレメータシステム

情報収集から
情報処理へ

(単位：兆円)

出所：国土交通省.“令和6年度予算概要”.令和6年1月

出所：防衛相.“防衛力抜本的強化の進捗と予算 令和6年度概算要求の概要”.
2023-8-31 より当社作成

総合防災ソリューション
 公共事業予算推移

• 2025年度まで現状規模が維持される見通し

 防衛予算推移

• 2027年度まで防衛力抜本的強化方針が継続

202320222021202020192018
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５G対応通信プラットフォーム

• 製造業の現場課題解決に向け、様々な無線ネットワークと各種システム
を柔軟に組み合わせて、お客様の求めるアプリケーション・サービスを
提供

日本無線グループと日立国際電気グループのシナジー創出に向けて

• 2023年12月に日立国際電気グループを連結子会社化、シナジー創出を加速させていく
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無線・通信事業 日立国際電気グループ
参考資料：注力事業について

ハイエンドからローエンドまで、あらゆる顧客対応が可能に

成長戦略

• ソリューションビジネスの収益基盤強化し、成長戦略を加速

• デバイスラインナップを拡充し、民間企業向け等の事業領域を拡大

• 技術やリソースを活かして、シナジーを発揮

• 社会ソリューション

防災システムの高度化

• 産業ソリューション

デジタル技術を駆使した顧客価値の向上

目指す方向性

ユースケース

侵入者検知 危険区域への接近検知 人数カウント

注力製品・サービス

AIエッジコントローラ

• 監視カメラ等のシステムと組み合わせて、AI画像認識による
人物検知や物体検知を実現

• 現場作業の安全支援、社会インフラ設備や製造現場のセキュリティ強
化、監視業務の効率化を支援

 主力の官公需事業（防災システム）

中期経営計画2026
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マイクロデバイス事業
参考資料：注力事業について

注力製品・サービス

提供価値：においデータの収集、蓄積
を通じて快適や安心安全等に貢献
市場規模：約59兆円
（26年度想定 におい市場全体 ）

半導体電子デバイス製品 においセンシング
プラットフォーム

• コア技術を新化させ、
価値ある「におい」
データを情報サービ
スとして提供

 アナログ半導体とは

• 光や音、温度や圧力等の物理的な現象の
変化に対する連続的なアナログ信号を処
理・制御するための半導体

• センサーで取得した光・熱・音・振動等の
アナログ信号を信号処理、デジタル信号
への変換やその逆を行う

• 機 器 の 電 源 や バ ッ テ リ ー を 管 理 す る
電源用ICもアナログ半導体のひとつ

 市場別売上構成比の推移

• 車載・産機向け拡大の取組みを通じて、車載・
産機・民生の各市場をバランスよくカバーし、
収益の安定化を図る

 付加価値向上に向けた施策

• より高付加価値な複合機能ICやモジュール化、
さらにはユニット・デジタルビジネスへの発展を
通じて収益性向上目指す

中期経営計画2026




	スライド番号 1
	スライド番号 2
	中長期的な成長に向けた課題と今後の方向性
	日清紡グループの目指す姿
	中期経営計画の位置づけと重点施策
	スライド番号 6
	目指す事業ポートフォリオ
	事業ポートフォリオ変革の方向性
	スライド番号 9
	① 無線・通信事業
	① 無線・通信事業 ▶ 日本無線グループ：マリンシステム
	① 無線・通信事業 ▶日本無線グループ：ソリューション・特機
	① 無線・通信事業 ▶日立国際電気グループ
	② マイクロデバイス事業
	③ マテリアル事業
	③ マテリアル事業 / ④ 不動産事業
	⑤ イノベーション創出に向けた取組み
	スライド番号 18
	キャッシュフローアロケーション
	財務戦略・株主還元方針
	スライド番号 21
	経営基盤強化に向けた重要テーマ
	人権の尊重
	環境負荷に配慮したビジネスの展開 /多様な人財の獲得・育成・活躍の促進
	責任あるサプライチェーンの構築 / コーポレート・ガバナンスの実効性向上
	スライド番号 26
	経営目標（財務・非財務）
	付表
	セグメント別計画
	参考資料
	無線・通信事業 ▶ 日本無線グループ：マリンシステム
	無線・通信事業 ▶ 日本無線グループ：ソリューション・特機
	無線・通信事業 ▶日立国際電気グループ
	マイクロデバイス事業
	スライド番号 35

